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第17回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）

株式会社ディー・エル・イー

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条の規定に

基づき、当社ホームページ（https://www.dle.jp/）に掲載することにより、株主の

皆様にご提供しております。

表紙
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

株式会社W TOKYO

ちゅらっぷす株式会社

②　非連結子会社の数　６社

非連結子会社の名称

DLE America, Inc.

AppBeach株式会社

夢饗年代股份有限公司(DLE-ERA)

株式会社DLEキャピタル

株式会社アマダナ総合研究所

double jump.tokyo株式会社

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計

算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めておりま

せん。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

該当事項はありません。
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②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

持分法非適用会社の数　８社

持分法非適用会社の名称

DLE America, Inc.

AppBeach株式会社

夢饗年代股份有限公司(DLE-ERA)

株式会社DLEキャピタル

株式会社アマダナ総合研究所

double jump.tokyo株式会社

株式会社エモクリ

コヨーテ株式会社

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結計算

書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として重要性がないため、

持分法の適用の範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しておりま

す。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

関係会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法

たな卸資産

商品

　総平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

仕掛品

　個別法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

貯蔵品

　最終仕入原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～15年

工具、器具及び備品　２～15年

無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、商標権については10年、自社利用のソフトウエアについては社

内における見込利用可能期間(１～５年)に基づいております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

投資その他の資産

出資金

製作委員会への出資金であり、著作権収入の見積発生期間(２年)に

基づく定率法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度に対応する額を計上しております。

事業構造改善引当金

一部映像制作事業からの撤退にともない発生する損失に備えるため、

合理的な見込額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。
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⑤　のれんの償却方法及び償却期間

10年間の定額法により償却しております。

⑥　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．繰延資産の処理方法

株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。

ロ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未

払金」は、負債及び純資産の合計額の100分の５を超えたため、当連結会計年

度より独立掲記することとしました。

　なお、前連結会計年度の「未払金」は236,528千円であります。

３．連結損益計算書に関する注記

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。

(1) 減損損失を認識した資産又は資産グループの概要、減損損失の金額

用途 種類 場所
減損損失
（千円）

事業用資産 ソフトウエア 東京都千代田区 29,984

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

　事業用資産における収益性の低下により投資額の回収が見込めなく

なったため、減損損失を認識しております。

(3) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位としてプロ

ジェクト単位を基礎として、資産のグルーピングを行っております。

(4) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシ

ュ・フローに基づく評価額が零であるため、回収可能価額を零として評

価しております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 20,240,600株 96,600株 ―株 20,337,200株

(注) 株式数の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日において発行している新株予約権（権利行使期間の

初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式　　364,200株

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行借

入により資金調達を行っております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。

　投資有価証券及び関係会社株式は、時価評価されていない有価証券であ

るため、市場価格の変動リスクはありません。

　営業債務である買掛金及び未払金等は１年以内の支払期日であります。

　借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、返済日は最長で決算日後

15年以内であることから、金利変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社グループは、営業債権について、社内規程等に従い、営業担当者

が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに与信

管理、期日管理及び残高管理を行うことにより、回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。

ロ．市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　投資有価証券及び関係会社株式については、定期的に発行体（取引先

企業）の財務状況等を把握し、リスクが懸念されるものについては、保

有状況を継続的に見直しております。また、借入金については、借入金

に係る支払利息の変動リスクを抑制するため、主に固定金利で調達して

おります。

－ 5 －
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ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなる

リスク)の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき、担当部署が適時に資金

繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動性リ

スクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次

表には含まれておりません((注)２をご参照ください)。

連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 2,608,772 2,608,772 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,595,662 1,595,662 ―

(3) 未収還付法人税等 1,153 1,153 ―

資産計 4,205,587 4,205,587 ―

(1) 買掛金 591,755 591,755 ―

(2) 短期借入金 1,130,000 1,130,000 ―

(3) 未払金 573,672 573,672 ―

(4) 長期借入金 1,909,821 1,906,424 △3,397

負債計 4,205,248 4,201,851 △3,397

(注)１．金融商品の時価の算定方法

　資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 未収還付法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

　負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 6 －

連結注記表



2018/08/22 11:07:31 / 18407183_株式会社ディー・エル・イー_招集通知

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券(非上場株式) 158,306

関係会社株式(非上場株式) 194,090

出資金 702,581

敷金及び保証金 53,713

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、時価評価の対象には含めておりません。

６．企業結合等関係

共通支配下の取引等

(1) 取引の概要

① 結合当事企業又は対象となった事業の名称及び当該事業の内容

結合企業の名称　　株式会社W TOKYO（当社の連結子会社）

事業の内容　　　　「TOKYO GIRLS COLLECTION」の商標権を活用した

ビジネス

② 企業結合日　　　　平成30年３月13日

③ 企業結合の法的形式

当社以外の第三者（株式会社電通）を引受人とする第三者割当増資

④ 結合後企業の名称　　変更ありません。

⑤ その他取引の概要に関する事項

　「TOKYO GIRLS COLLECTION」のブランド力と株式会社電通のネットワ

ーク力、両社のプロデュース力を活かした若年層女性市場の事業開発を

行うとともに、両社の企業価値の最大化を推進することを目的とし、本

増資を実施いたしました。

(2) 実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業結合基準第21号　平成25年９月

13日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共

通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

－ 7 －
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(3) 非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

① 資本剰余金の主な変動要因

非支配株主への子会社株式の第三者割当増資による持分増加

② 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

149,922千円

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 95円73銭

(2) １株当たり当期純損失 6円41銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの

　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

　総平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

仕掛品

　個別法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

貯蔵品

　最終仕入原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～15年

工具、器具及び備品　２～15年

②　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、商標権については10年、自社利用のソフトウエアについては社内

における見込利用可能期間(１～５年)に基づいております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

④　投資その他の資産

出資金

製作委員会への出資金であり、著作権収入の見積発生期間(２年)に基

づく定率法を採用しております。

－ 9 －
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

②　事業構造改善引当金

一部映像制作事業からの撤退にともない発生する損失に備えるため、合

理的な見込額を計上しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額

は損益として処理しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　繰延資産の処理方法

株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。

②　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

株式会社W TOKYO 888,340千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 24,779千円

短期金銭債務 13,074千円

－ 10 －
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３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 110,265千円

仕入高 158,434千円

営業取引以外の取引高

資産譲渡高 898,148千円

(2) 固定資産売却益の内訳

商標権 303,389千円

４．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 1,044 千円

棚卸資産評価損 21,240 〃

事業構造改善引当金 48,739 〃

減価償却超過額 52,250 〃

関係会社株式評価損 16,410 〃

投資有価証券評価損 20,056 〃

繰越欠損金 218,816 〃

その他 4,729 〃

繰延税金資産小計 383,286 千円

評価性引当額 △383,286 〃

繰延税金資産合計 ― 千円

－ 11 －
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５．関連当事者との取引に関する注記

(1) 法人主要株主等

　該当事項はありません。

(2) 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
株式会社

W TOKYO

所有

直接 54.4％

役員の兼任

債務保証

商標権の譲渡

売却代金

売却益

(注)１

898,148

303,389
― ―

債務保証

(注)２
888,340 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方法等

（注）１．売却金額については、外部機関の算定評価額を基礎として、両

社協議の上決定しております。

２．銀行からの借入に対する債務保証であり、保証料は生じており

ません。

３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消

費税等を含めております。

(3) 役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称

又は氏名

議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員 川島　崇
被所有

直接 0.68％
当社取締役

新株予約権

の行使(注)
12,000 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方法等

（注）新株予約権の権利行使は、権利付与時の契約によっております。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 103円52銭

(2) １株当たり当期純利益 2円25銭

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 12 －
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